
「県立観音崎公園（たたら浜園地）におけるPark-PFI事業」公募設置等指針に係る質問・回答

番号 質問箇所、質問項目 質問内容 回答

1

公募設置等指針
１．事業の概要
(4) 事業の期間

　認定計画の認定の有効期間が10年以上の場合
は、公募対象公園施設の整備工事着手から10年以
内とし、認定計画提出者は、設置管理許可期間の
終了前に認定計画の認定の有効期間の設置管理許
可の更新（原則として１回の更新許可）を申請
し、とありますが、更新が許可されない場合とし
て、想定していることは何でしょうか？

  認定計画の認定の有効期間が工事着手から20年以内である
ことに対して、設置等の許可の期間は都市公園法第５条第３
項に基づき10年をこえることができないため、工事着手から
10年以内で、設置等許可の更新をしていただくこととしてい
ます。
　したがって、更新が許可されない場合は想定していませ
ん。

2

公募設置等指針
１．事業の概要
(7) 事業の流れ
⑤特定公園施設の建設及び譲渡

　建設後、当該特定公園施設は県に無償譲渡する
ものとします。とありますが、譲渡後の資産管理
（修繕等）は県になるのでしょうか？

  特定公園施設の範囲については、都市公園法第５条第１に
基づく管理許可により、管理を行っていただきます。なお、
当該特定公園施設の範囲にある施設の修繕等につきまして
は、費用を含めて認定計画提出者の負担となります。

3

公募設置等指針
2．公募対象公園施設等の設置等に関
する事項
(5)都市公園の環境の維持及び向上措
置を図るための清掃その他の措置
③特定公園施設の管理・運営

　施設管理　建物管理の管理基準で所要の目的が
果たせるよう小規模な補修を行い、適正に管理さ
れていること。とありますが、小規模な補修の範
囲をご教示ください。

　破損等があった施設について、利用者が安全・安心して利
用できるように、補修をしていただくことを想定していま
す。

4

公募設置等指針
3．公募の実施に関する事項等
(1)公募への参加資格
②応募者の資格

 応募グループで応募する場合、法人数の上限があ
るかご教示ください。

　応募グループの法人数について、上限はありません。

5

公募設置等指針
3．公募の実施に関する事項等
(1)公募への参加資格
②応募者の資格

　過去10年以内に類似の業務を行う施設での管理
運営実績を有することと定めてありますが、応募
グループで応募する場合、代表法人のみまたは構
成法人のみなどグループの法人１社が条件を有し
ていれば条件をみたしていると解釈でよろしいで
しょうか。

　グループで応募される場合の過去10年以内の類似実績につ
いては、代表法人または構成法人のうち、少なくとも１社が
条件を有していることが必要です。

6

公募設置等指針
3．公募の実施に関する事項等
(3)情報提供

　駐車場の年間収支（売上等）とトイレの年間経
費（修繕費等）をご教示ください。

　平成21年度から平成24年度までの年間駐車場収入について
は、公募指針３-(3)-② 提供資料「平成27年度からの神奈川
県立都市公園指定管理者募集要項」をご確認ください。な
お、当該駐車場収入は公園全体となっています。
  また、第６駐車場のみの収入及びトイレの年間経費につい
て、当該公園の指定管理者のノウハウ等の情報を含むことか
ら公表していません。



番号 質問箇所、質問項目 質問内容 回答

7

公募設置等指針
4．公募の手続きに関する事項等
(2)応募手続き
②公募設置等指針に対する質問及び回
答

　質問の回答期限は令和元年11月22日から12月27
日までとなっておりますが,質問に対して随時電子
メールでご返信いただけるという認識で宜しいで
しょうか。

　いただいた質問については、概ね１週間以内で、電子メー
ルにより回答します。

8

公募設置等指針
4．公募の手続きに関する事項等
(2)応募手続き
②公募設置等指針に対する質問及び回
答

　主な質問事項について,県都市公園課のホーム
ページに掲載します。とありますが、質問すべて
掲載ということではないと考えてよろしいでしょ
うか。また掲載する・しないの判断はどのように
されるのでしょうか。

　基本的に、いただいた質問は、回答を添付してホームペー
ジに掲載することとしています。ただし、質問者の個別の内
容やノウハウが含まれる質問については、掲載を控えさせて
いただきます。

9

公募設置等指針
4．公募の手続きに関する事項等
(2)応募手続き
③参加登録

　参加登録の受付期間が12月13日㈮までとなって
おり,質問書受付終了の１週間前となっております
が,質問書回答前に参加登録をし,12月13日(金)以
降,質問書の回答内容によっては,参加辞退するこ
とは可能でしょうか？可能な場合,その手続き方法
をご教示ください。

　参加登録の申込み後、参加辞退をすることは可能です。
　県都市公園課のホームページ
（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/tu5/ppfikoubo.html
）から、電子申請システムにより、「（様式６）応募辞退
届」を提出してください。

10

公募設置等指針
4．公募の手続きに関する事項等
④公募設置等の関係書類の提出
【公募設置等計画等意事項】

 　関係法令及び条例を遵守し、かつ本指針に記載
された条件を満足するとともに、関係機関へ必要
な協議確認を行ったうえでとありますが、関係機
関とありますが、関係機関とはどこを指すのか、
また必要な協議確認とは具体的にどのようなこと
かご教示ください。

　事業内容・規模等により異なるので、一概には言えません
が、当該箇所でご提案される事業を行ううえで、適用される
各関係法令及び条例に基づき、当該法令等を所管する機関に
確認、協議を行ってください。
　また、必要な協議確認とは、ご提案いただく事業が、当該
箇所で実施可能なことを確認していただくことを想定してお
り、最終的な協議までは求めておりません。

11

（様式5－1）
(1)事業の概要
②応募法人の役割分担

　出資割合を示してください。とありますが、代
表法人となる制約（出資割合など）はありますで
しょうか？

　出資割合による代表法人の制約はありません。公募設置等
計画の評価を行う際の、評価項目「事業の実施体制」を評価
するための資料にさせていただきます。

12

公募設置等計画等の関係書類一覧
4.(1)⑥
(様式5-1)

　盛土や基盤正整を行った場合、こちらも原状回
復する必要があるのでしょうか。
　また、植栽等を伐採又は移植を行った際も同等
の樹木の植栽、再移植等を行い原状回復する必要
があるのでしょうか。

　原則として、都市公園法第10条に基づき、現状に回復して
いただくことになりますが、原状に回復することが不適当な
場合はこの限りではありません。
　原状回復の必要性については、提出していただく公募設置
等計画により異なりますので、計画の認定時に、県と公募設
置等予定者との協議により決定します。

13

公募設置等計画等の関係書類一覧
4.(8)
 (様式5-8)各施設の収支想定

　特定公園施設の維持管理において、インフラ施
設を整備した場合の水光熱費は指定管理者の負担
という解釈でよろしいでしょうか。

　本指針では、特定公園施設について、公募対象公園施設と
一体で管理していただくこととしていますので、特定公園施
設の光熱水費についても公募対象公園施設と同様に、認定計
画提出者が負担していただきます。
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14

公募設置等計画等の関係書類一覧
4.(8)
(様式5-8)各施設の収支想定

　所用の目的が果たされるような小規模な補修を
行い、適切に維持管理を行うと記載されておりま
すが、設置管理許可期間に故障や損傷が発生し大
規模な修繕が発生した場合は、施設所有者（神奈
川県）の負担により修繕を行うという解釈でよろ
しいでしょうか。

　質問に記載されている内容は管理水準であり、施設の修繕
等については、本指針「4-(8)-① リスク分担」に記載のと
おり、認定計画提出者が行っていただきます。
　ただし、特定公園施設の区域に含まれた施設について、大
規模災害や施設の老朽化など、日常の維持管理では対応でき
ない程度の改修については、県と認定計画提出者の協議事項
とします。

15
公募設置等計画等の関係書類一覧
2.応募制限関連書類

  応募グループは代表法人及び構成法人の全てに
ついて提出と記載されていますが、当グループは
代表法人・構成法人に加え、施設運営の一部を委
託する企業を協力企業として協定を結ぶ予定と
なっております。この場合、協力企業についても
2.(1)～(6)の書類提出を求められるのでしょう
か。

　応募グループの一員として、当該事業の企画や経営への関
与が認められる場合、公募指針2.(1)～(6)の書類提出が必要
となります。
  したがって、業務の一部を委託する協力企業については、
書類の提出を求めていません。

16
公募設置等計画等の関係書類一覧
3.(1)提案施設と類似の業務を行う施
設での管理運営の実績を証する書類

  類似の業務を行う施設での管理運営の実績を証
する書類とは、類似業務で使用しているパンフ
レットやチラシ、プレスリリース、新聞記事等の
提出でよろしいでしょうか。

　公的機関が発行した営業許可証の写し又は会社法435条第2
項に基づく事業報告等を提出してください。なお、事業報告
の場合は、実績に関する記載箇所が分かるようにしてくださ
い。


